講習会等の講師に対する報償費の支給基準について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岩手県教育関係者必携より抜粋）
１　金額は、1時間あたりの額であり、規定する場合のほか講師の学歴、経験の程度及び講習会の事情により減額できるものとする。

２　長期間にわたる講習会を常態として委嘱する等特殊な事情がある場合は、基準額の5割を基準として減額できるものとする。

３　大規模な会社とはおおむね第1部銘柄の会社を、小規模な会社とは個人事業に類するものを、中規模な会社とはその他のものとする。
４　担当職務の直接的な執行とみなされる場合は支給しないものとする。

５　特殊な知識、経験を有し県外に居住する者を講師に依頼する場合その他特別の事情によりこの基準により難いものについては、当該講師の経歴、本県及び他団体における支給実績を十分に精査した上で、適宜調整した額を支給することができる。
【部内講師】
	区　　　　　分
	金　　額

	教　　育　　職　　員
	1,100円

	医　　　師
	病　　院　　長

そ　　の　　他
	4,300円

3,600円

	教育職員及び医師以外の

職員
	本庁総括課長以上及び相当職

その他
	1,100円

1,100円


　
【部外講師】

	教育機関
	官　　　　庁
	地方公共団体

〈教育機関を除く〉
	民間会社・団体
	そ　の　他
	金　　額

	大学学長
	１ 本省の次官

２ １の相当職
	
	１ 全国的な団体の長

２ 大規模な会社の社長
	著述、評論を業とする者、弁護士・会計士等であって学識、経験が大学学長と同等と認められる者
	8,900円

	大学教授
	１ 本省の局長、外局の長

２ 管区機関の長

３ 1及び２の相当職
	
	１ 全国的な団体の役員

２ 大規模な会社の役員
	著述、評論を業とする者、弁護士・会計士等であって学歴、経験が大学教授と同等と認められる者
	7,600円

	大学准教授
	１ 本省の部長、課長


	１ 都道府県の部長

２ 市の三役

３ 1及び２の相当職
	１ 全国的な団体の部長

２ 大規模な会社の部長

３ 中規模な会社の役員

４ 1～３の相当職
	著述、評論を業とする者、弁護士・会計士等であって学識、経験が大学准教授と同等と認められる者
	6,600円

	大学講師
	１ 本省の課長補佐

２ 管区機関の課長

３ 都道府県単位機関の長

４ １～３の相当職
	１ 都道府県の課長

２ 　〃の大規模な出先機関の長

３ 市の部長

４ １～３の相当職
	１ 全国的な団体の課長

２ 大規模な会社の課長

３ 中規模な会社の部長

４ １～３の相当職
	学識、経験又は社会的な地位が左欄に掲げる者と同等と認められる者
	5,700円

	大学助教

・助手
	１ 本省の係長

２ 管区機関の課長補佐

３ 都道府県単位機関の長

４ 地方出先機関の長

５１～４の相当職
	１ 都道府県の課長補佐

２ 　〃の出先機関の長

３ 市町村の課長

４ １～３の相当職
	１ 全国的な団体の課長補佐又は係長

２ 大規模な会社の課長補佐又は係長

３ 中規模な会社の課長

４ 小規模な会社の役員

５ １～５の相当職
	同上
	4,100円

	その他
	その他
	その他
	その他
	その他
	3,900円


